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Ⅰ 基本的考え方 

１．計画の位置づけ 

大和郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）は、まち・

ひと・しごと創生法に基づき、大和郡山市人口ビジョンを踏まえるとともに、国が定

めた「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン・総合戦略」、並びに奈良県人口ビジョン

を勘案し、本市の「まち・ひと・しごと創生」に向けた目標や重点的戦略、施策の基

本的方向、具体的な施策をまとめたものです。 

本市では、平成 28 年度を初年度とする大和郡山市第４次総合計画の策定作業を進

めていたため、それと一体的に検討することで、総合計画と一貫性の保たれた総合戦

略を策定することになりました。 

総合戦略は、大和郡山市第４次総合計画が掲げるまちづくりの将来像や戦略目標、

リーディングプロジェクト※１に基づき、計画期間内の地方創生に関する重点施策をま

とめたものであり、PDCA サイクル※２も一元化することで、効率的で効果的な施策展

開と執行を可能とするものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１  総合戦略と人口ビジョン及び大和郡山市第４次総合計画との関係性 

 

 

  

用語解説 

※１ リーディングプロジェクト 

総合計画の実現のための先導的な取り組みをまとめたもの 

※２ PDCA サイクル  

Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Act（改善）という、一連の取り組みを管理することで

より良い成果を得ることを目指すこと 

総合計画で位置づける

将来人口の根拠 

基本構想

基本計画

Ⅰ．将来像

Ⅱ．戦略目標

Ⅲ．土地利用構想

Ⅳ．施策の大綱

政策分野別の施策体系

リーディング

プロジェクト

戦略目標に沿った横断的取組み

第４次総合計画

総合戦略
・将来像 ※総合計画と同じ

・基本目標（数値目標、基本的方向）
・施策体系（重要業績指標KPI、具体的取り組み）

人口ビジョン
・人口動向分析（移動、合計特殊出生率 等）
・将来人口推計（自然・社会増減の影響 等）
・人口の将来展望（目指すべき将来の方向、

人口の将来展望（目標））

総合計画の戦略目標やリーディング

プロジェクトに基づき展開される、 

計画期間内の地方創生に関する 

重点施策のまとまり 
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２．計画期間 

総合戦略の計画期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間とします。 

 

 

 

３．総合戦略の取り組み姿勢 

大和郡山市の地方創生は、様々な人と人、地域の資源と資源とが結びつき、各々の

相乗的な働きかけにより、新しい地域の価値を創造する取り組みを期待するものです。 

本総合戦略には、主に行政の施策が示されていますが、それは地方創生のきっかけ

づくりの取り組みであり、様々な主体や資源がつながりの輪を描き、取り組むことが

できるよう、産官学金労言がともに手を携えて歩み始めることが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２  総合戦略の取り組み姿勢イメージ  

歴 史 

金 魚 

商店街 

事業者 

街並み 
広域道路

網 

お 城 

地 元 

農産物 

寺社仏閣 来訪者 

近鉄・ＪＲ

駅 

市 民 

大和郡山市に関わる 

人、資源が結びつき 

新しい価値を創造 高等教育

機関 
住宅地 



 

3 

 

 

４．推進体制 

大和郡山市人口ビジョン及び総合戦略を策定するため、庁内横断的なプロジェクト

チームである「大和郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略検討会議」、及び関係する

各種団体の代表者により構成される「大和郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略推

進会議」を設置し、策定に係る検討を行いました。 

総合戦略は、計画期間内において確実な成果を達成するため、実績と状況変化に応

じて柔軟に事業内容を見直し、関係する全ての主体がそれぞれの役割に取り組む必要

があります。 

そこで、行政の執行部門と地域の事業関係主体とが、協働により PDCA サイクルを

実践することが可能となるよう、各事業担当部署が実績と活動予定とを随時報告し、

「大和郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」からの意見を踏まえ、「大和

郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略検討会議」において方針を検討し、必要に応

じて、事業の追加・変更等の計画変更を実施していくものとします。 

また、「大和郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」は、具体的な事業展

開を通じ、地方創生に係る官民連携のプラットフォーム※３として機能するよう活動を

発展させていくことを考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３  ＰＤＣＡを可能にする推進体制イメージ 

 

 

  

大和郡山市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略検討会議 

議  会 

大和郡山市まち・ひと・しご

と創生総合戦略推進会議 

大和郡山市 各執行部門（各部・課・係） 

 

事業関係者（産官学金労言） 

市  長 

協働よる取り組み           実績の共有 

当事者として

の各種調整 

報告 

報告 

実績報告・活動予定調整 

見直し等 
意見 

用語解説 

※３ プラットフォーム 

様々な主体をつなぎ合わせる場や機能のこと 
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Ⅱ 基本目標 

１．将来像 

大和郡山市第４次総合計画において、平成 37 年（2025 年）を目標とした本市が目

指すまちの「将来像」と、本市が変わりなく持ち続けるべき「まちづくりの基本方針」

が定められており、これらに基づく基本目標を設定する必要があります。 

また、人口ビジョンに示す「目指すべき将来の方向」も考慮する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【大和郡山市第４次総合計画における将来像・まちづくりの基本方針】 

■将来像 

大和郡山市では、「平和のシンボル、金魚が泳ぐ城下町。」をまちづくりの指標

として掲げ、地域の個性である豊かな自然や歴史・文化などを十分に生かし、市

民がお互いの人権を尊重し合い、共通の誇りを持ち、心豊かに暮らすまちを目指

してきました。 

今後とも、これまでの基本的な姿勢を保ちつつ、平成 37 年（2025 年）のまち

の姿として、次の「将来像」を定めます。 

あふれる夢と希望と誇り 暮らしてみたくなる 元気城下町
や ま と こ お り や ま

 

 

■まちづくりの基本方針 

① 夢と誇りがもてる、過去と未来をつなぐまちづくり 

② 信頼と協働が育む、次世代を切り開くまちづくり 

③ 誰もが住みたくなる、働きたくなるまちづくり 

【人口ビジョンにおける目指すべき将来の方向】 

③生み育てたくなる環境を構築する 

①若者の転出抑制・転入促進を進める 

④市民・事業者がチャレンジできるまち
づくりを進める 

②職住近接により転入を進める 

基本姿勢１ 若い世代、子どもを生み育てる世代を増加させる 

基本姿勢２ 地域の魅力アップ、暮らしやすさを向上させる 

基本姿勢３ 市民・事業者、みんなが主役のまちづくりを進める 
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２．基本目標 

まち・ひと・しごと創生法に基づく国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の政

策構成を踏まえるとともに、大和郡山市第４次総合計画において位置づけられている

「戦略目標」を踏まえ、総合戦略における「基本目標」を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標１ 

既存事業者の経営安定化と新規
起業チャレンジ等により雇用を
創出する 

基本目標２ 

職住近接や多世代住居・近居住
居、生活環境の確保により定住者
を増やす 

基本目標３ 

結婚・出産・子育てしたいと思わ

れる環境を構築する 

基本目標４ 

時代に合った安全・安心な地域づ
くりと地域資源の有効活用によ
り好循環を導く 

基本目標１ 

地方における安定した雇用を創

出する 

基本目標２ 

地方への新しいひとの流れをつ

くる 

基本目標３ 

若い世代の結婚・出産・子育ての

希望をかなえる 

基本目標４ 

時代に合った地域をつくり、安心
なくらしを守るとともに、地域と
地域を連携する 

国の基本目標 本市における基本目標 
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① 数値目標  

指  標 現状値 目標値 

市内従業者数 平成 26 年  37,742 人 平成 31 年  38,500 人 

 

 

② 基本的方向 

市内の各種産業の既存事業の経営安定化や、新たな商品開発や事業分野への展開を

支援するとともに、中心市街地などにおいて新たに事業を起こす起業家のチャレンジ

や、若い世代が魅力的に感じる業種の起業の支援を行います。 

 

 

 

 

① 数値目標  

指  標 現状値 目標値 

社会増減数 

（転入人数－転出人数） 
平成 26 年  －338 人 平成 31 年  －150 人 

 

 

② 基本的方向 

昭和工業団地をはじめ、市内事業所の従業員の市内居住を進めるとともに、二世代

や三世代居住の推進、家族・親子の近居の推進、さらには様々な世代に対応できる環

境の充実、まちのブランドイメージの向上により、転出抑制、転入増加を目指します。 

 

 

  

（１）既存事業者の経営安定化と新規起業チャレンジ等により雇用を創出する 

（２）職住近接や多世代住居・近居住居、生活環境の確保により定住者を増やす 
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① 数値目標  

指  標 現状値 目標値 

大和郡山市で子どもを生
み育てたいと考えて転入
してきた市民の割合 

平成 26 年  8.3％ 平成 31 年  15.0％ 

 

 

② 基本的方向 

地域、家庭、企業、行政の連携と役割分担により、結婚・妊娠・出産・子育ての切

れ目ない支援に取り組むとともに、地域の特色ある教育環境をより一層充実・展開し、

子育てしたい憧れのまちを目指します。 

 

 

 

 

① 数値目標  

指  標 現状値 目標値 

これからも大和郡山市に
住んでいたいと思う市民
の割合 

平成 26 年  62.7％ 平成 31 年  75.0％ 

 

 

② 基本的方向 

本市に適したコンパクトなまちづくりを進め、公共施設や公共交通環境をその主体

も含め再整備するとともに、高齢者も暮らしやすい環境を構築します。 

また、広域交通網の整備やリニア中央新幹線の中間駅設置の提案に対し、国や県、

周辺自治体と連携し、それらの経済波及効果を十分に受けることが出来るよう取り組

みます。 

 

 

（３）結婚・出産・子育てしたいと思われる環境を構築する 

（４）時代に合った安全・安心な地域づくりと地域資源の有効活用により好循環を導く 
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Ⅲ 施策の方向 

基本目標１ 

既存事業者の経営安定化と新規起業チャレンジ等により雇用を創出する 

 

施策 1.1 企業の経営安定支援 

安定した雇用と地域活力の創出のため、本市産業の特性である昭和工業団地をはじ

めとした製造業の振興や企業・事業者それぞれの積極経営の支援、優秀な人材確保と

人材育成の支援に取り組みます。 

また、昭和工業団地における人材確保やＰＲ活動、奈良工業高等専門学校の「地（知）

の拠点」※４としての活動など、それぞれの主体的活動がより一層充実できるよう、必

要な場合には連携関係の構築に取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

工場等設置奨励金交付件

数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計交付件数   ７件 

製造品出荷額 平成 26 年 4,365 億円 平成 31 年 4,500 億円 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・企業立地の促進 

・工場等設置奨励条例に基づく工場新設及び増設への資金支援 

・誘致企業における雇用促進への助成 

・経営相談窓口の開設 

・セミナー開催等による人材育成支援 

・ハローワーク等との連携による人材確保の支援 

・昭和工業団地協議会への市職員派遣による振興支援 

 

 

  

用語解説 

※４ 地（知）の拠点 

文部科学省が定める制度で、地域課題を解決するため、全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢

献を進める大学等を選定し、地域の中核的存在として機能強化を図ること 
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施策 1.2 新たな産業振興と起業の活性化 

新規創業者の創業支援や、新たな事業にチャレンジする地域ブランドイメージを確

立するため、開業資金融資利子補助、創業場所となる物件紹介など、地元商店街や金

融機関等と連携し、地域が主体となった総合的な起業支援の仕組みづくりに取り組み

ます。 

また、市場環境の変化や新たなビジネス機会の活用など、民間事業者のスピード感

に対応できる地方創生に取り組むため、必要な体制づくりを推進します。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

ファンド活用件数 
平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計活用件数  30 件 

新規創業件数 
平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計創業件数  50 件 

事業所数 平成 26 年 3,145 事業所 平成 31 年 3,200 事業所 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・創業支援事業計画を策定し、創業希望者へのワンストップ支援体制の構築 

・新規創業者の創業支援資金利子補給 

・クラウドファンディング※５の活用 

・中小企業融資保証料等の助成 

・異業種交流による販路拡大の支援 

・産官学の連携強化 

・昭和工業団地内企業相互の情報交換及び連携の支援 

 

 

 

  用語解説 

※５ クラウドファンディング 

不特定多数の人が、通常インターネット経由で他の人々や組織に財源の提供や協力などを行う仕組

みのこと 
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施策 1.3 雇用を生み出す農業の確立 

都市と農業環境とが調和している特性を活用し、農業を「雇用を生み出す産業」と

して確立するため、新規就農の支援や地産地消の推進、伝統野菜の栽培促進、地域の

農産物情報の発信などに取り組みます。 

また、生産者並びに販売・流通事業者が行う地産地消の推進、地元農産品のブラン

ド力向上や販売促進に向けた自立的な活動について、適切な協働関係のもとで必要な

支援を検討し、取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

青年就農給付金の給付者

数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計給付者数   ５人 

多面的機能支払交付団体

数 
平成 26 年度 22 団体 平成 31 年度 30 団体 

学校給食における地産地

消率 

平成 26 年度 

 25.86％ 

平成 31 年度 

 30.00％ 

遊休農地面積 
平成 26 年度 

25.3ha 

平成 31 年度 

20.0ha 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・新規就農者への支援 

・農業生産基盤の整備 

・多面的機能支払交付金事業 

・有害鳥獣駆除事業 

・農業経営所得の安定対策 

・農地中間管理事業 

・遊休農地の活用支援 

・農産物販路拡大の支援 

・学校給食における地産地消の推進 

・食と農をつなぐプロジェクト事業 

・食育普及活動の充実   
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基本目標２ 

職住近接や多世代住居・近居住居、生活環境の確保により定住者を増やす 

 

施策 2.1 住宅ストックを活用した定住促進 

大阪・京都圏とつながる鉄道網を活かした定住都市としての姿を再生するため、既

存の住宅ストックの有効利用に向け、各種リフォームや省エネ設備の設置支援等に取

り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

転入･定住促進助成金制度

活用による転入世帯数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計世帯数  300 件 

既存木造耐震診断及び改

修実施件数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計実施件数  72 件 

空き家の実態調査 
平成 28 年度まで 

実態調査完了 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・空き家の実態調査 

・空き家バンク構築の検討 

・若者転入･定住促進助成金 

・金融機関との提携による住宅ローンの金利低減 

・既存木造住宅の耐震診断助成、既存木造住宅の耐震改修助成 

・住宅相談窓口の設置 

・住宅リフォームへの助成 

・家庭用燃料電池設置への助成 
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施策 2.2 商業の活性化 

市内商業の充実と魅力向上により、来訪者の増加や市内居住の快適性・利便性向上

を図るため、商店街の主体的なイベント・事業等への支援を継続・充実します。 

また、商業関係者と市内企業や事業者とのコラボレーションによるイベント開催な

ど、次世代を担う商店主等の主体的な活動を支援する仕組み構築に取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

商店街によるイベント・事

業件数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計件数    13 件 

商業販売額 平成 26 年度 

829 億円 

平成 31 年度 

 840 億円 

プレミアム付き商品券の

発行額 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計発行額    1.5 億円 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・商店街での活性化イベントへの支援 

・商店街の空き店舗対策の検討 

・商店街のブランドイメージの再構築支援 

・プレミアム付き商品券の発行 

・商店街向けセミナー開催の支援 

・クラウドファンディングの活用【再掲】 

・情報マネジメントによる情報発信の充実 
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施策 2.3 地域ブランドの向上 

本市の歴史や文化に根付いた地域資源を活用し、これまでの取り組みを検証・継承

するとともに、全国金魚すくい選手権大会を核にした金魚が泳ぐまちづくりの一層の

推進、郡山城天守台石垣整備に伴う展望施設の整備による郡山城を生かしたまちづく

りの推進、物語性を持った各種情報発信など、大和郡山市らしさがあふれる地域ブラ

ンド向上に取り組みます。 

また、リニア中央新幹線中間駅設置の提案による地域活性化を目指すとともに、そ

れらの活動を通じ、本市の各種ＰＲとブランドイメージの周知に取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

観光客数 
平成 26 年度 

1,123,982 人 

平成 31 年度 

 1,250,000 人 

ふるさと納税額 平成 26 年度 

 236 万円 

平成 31 年度 

 300 万円 

オリジナルデザイン年賀

ハガキの販売枚数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計発行枚数   15 万枚 

地域ブランド向上に関連

するイベント開催数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計開催回数  87 回 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・金魚が泳ぐまちづくり事業 

・郡山城を活かしたまちづくり事業 

・観光振興賑わい創出事業 

・地域ブランド創出事業 

・リニア中央新幹線中間駅設置の提案 

・まちなみ環境整備事業 

・箱本物語館整備事業 

・オリジナルデザイン年賀ハガキの作成及び販売 

・ふるさと納税の推進 

・情報マネジメントによる情報発信の充実【再掲】  
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基本目標３ 

結婚・出産・子育てしたいと思われる環境を構築する 

 

施策 3.1 若い世代の経済的支援 

若い世代の転出抑制や就職等による転入を増加させるため、ニーズに即した効果的

な施策を展開し、若い世代の経済的支援に取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

転入･定住促進助成金制度

利用件数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

累計利用件数 300 件 

若い世代の転入者数 

（40 歳未満） 

平成 26 年 

 1,787 人 

平成 31 年 

 1,763 人 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・若者転入･定住促進助成金【再掲】 

・金融機関との提携による住宅ローンの金利低減【再掲】 

・市有地分譲による若者定住促進の検討 

・幼児二人同乗用自転車購入の助成 

・子ども医療費の助成 

・ひとり親医療費の助成 
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施策 3.2 出産・子育てに関する支援 

安心して出産・育児ができる環境の構築に向け、妊婦及び乳幼児が心身ともに健康

を保つための支援や、親子たんとん広場事業の充実、夫婦で子育てに取り組むための

支援の充実に取り組みます。 

また、保育や教育の充実に向け、子ども子育て支援事業計画を踏まえた認定こども

園の設置に取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

認定こども園整備数 平成 27 年度から平成 31 年度まで 

整備箇所数   ２箇所 

待機児童数 
平成 26 年度 

 ２人 

平成 31 年度 

 ０人 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・妊婦及び乳幼児健康診査 

・妊娠判定受診料の助成 

・風しんワクチン等予防接種の助成 

・産前産後ケア（妊婦及び乳幼児への訪問指導）の充実 

・保健指導の充実 

・健康教育（ママパパクラス、子育て教室、カンガルー教室等）の充実 

・母子栄養食品給付事業 

・認定こども園整備事業 

・民間保育園施設整備への支援 

・特別保育（病後児保育・休日保育・一時保育・延長保育）の実施 

・学童保育所整備事業 

・親子たんとん広場事業 

・ファミリーサポートセンター事業 

・きんとっと広場事業 
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施策 3.3 教育環境の充実 

子育て世代の定住を促進するため、子ども達が地域の中で心身ともに健全に成長で

きる本市らしい教育環境を構築するとともに、食育と栄養バランスの観点による中学

校給食の導入、確かな学力が身に付く学校教育の充実に取り組みます。 

また、学校生活に対する不安の解消や、子ども達が事件・事故に巻き込まれない生

活環境の構築に取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

市内児童生徒数 平成 26 年度 

 7,041 人 

平成 31 年度 

 6,738 人 

幼稚園耐震化率 
平成 26 年度 

 ０％ 

平成 31 年度 

 88％ 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・少人数学級及び少人数指導の充実 

・スクールカウンセラーの配置 

・特別支援教育支援員の配置 

・いじめ対策巡回指導員の配置 

・巡回アドバイザーの配置 

・ＡＬＴ（外国語指導助手）の配置による英語教育の充実 

・学科指導教室（ＡＳＵ）等による不登校対策の充実 

・中学校給食の導入 

・小中学校施設整備大規模改修事業 

・小学校トイレ洋式化事業 

・中学校音楽室空調設備設置事業 

・幼稚園耐震補強改修事業 

・防犯灯及び通学路灯ＬＥＤ化事業 

・通学路安全対策事業 

・中央公民館耐震補強改修事業 

・スポーツ教育施設の改修事業 
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基本目標４ 

時代に合った安全・安心な地域づくりと地域資源の有効活用により好循環を

導く 

 

施策 4.1 公共交通環境の整備・充実 

本市の定住都市としての魅力を保つため、関係する交通事業者と連携を図り、駅周

辺の整備や市内を縦断する鉄道網及びバス交通の利便性向上に取り組みます。 

また、中心市街地における城下町特有の自動車通行の不便さ解消など、都市計画道

路をはじめとした主要道路の拡幅・整備に取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

コミュニティバスの利用

者数 

平成 26 年度 

 36,650 人 

平成 31 年度 

 38,000 人 

バリアフリー化された鉄

道駅数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

整備箇所数  １箇所 

都市計画道路 城廻り線

街路事業の進捗率 

平成 26 年度 

 23％ 

平成 31 年度 

 84％ 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・近鉄郡山駅周辺まちづくり基本構想の策定 

・立地適正化計画の策定 

・リニア中央新幹線中間駅設置の提案【再掲】 

・都市計画道路及び市道整備等事業 

・交通安全施設等整備事業 

・鉄道駅バリアフリー化設備整備事業 

・コミュニティバス運行事業 

・高齢運転者免許自主返納推進事業 

・福祉タクシー助成事業 
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施策 4.2 安全・安心なまちづくり 

本市に定住・訪問、もしくは事業所を立地するための基本的な条件となるまちの安

全・安心を確保するため、地域自らの災害時の対応力向上や防犯力向上を支援すると

ともに、自然災害に強いまちづくりに取り組みます。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

自主防災組織数 平成 26 年度 

 188 団体 

平成 31 年度 

 222 団体 

耐震化された消防団団庫

数 

平成 26 年度 

耐震化済み 12 箇所 

平成 31 年度 

耐震化済み 16 箇所 

公共下水道普及率 
平成 26 年度 

 92.3％ 

平成 31 年度 

 95.2％ 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・自主防災組織の活動支援 

・災害時要援護者システムの充実 

・防犯カメラ設置の推進 

・防災コンテナ、備蓄品等の充実 

・防災情報や不審者情報を登録者に配信する市民安全メールの充実 

・奈良県広域消防組合における消防・救急体制の充実 

・消防分団団庫の年次的な建替 

・消防団員健康診査への助成 

・平和団地治水対策事業 

・鴫ヶ池流域貯留浸透事業 

・河川整備事業（市内一円及び特定排水路の維持補修及び浚渫工事等） 

・公共下水道整備事業 
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施策 4.3 持続可能な公共施設マネジメントの推進 

公共施設や社会基盤施設等の適切な維持・管理と、時代に即した新たな整備や用途

見直し等を計画的に進めるため、市役所庁舎の建替検討をはじめ、清掃センターや衛

生センターの長寿命化事業、各種公共施設や社会基盤施設の耐震及び改修・維持補修

事業などに取り組みます。 

また、“経済財政運営と改革の基本方針 2015”に示されている「公的サービスの産

業化」の潮流を踏まえ、地域の持続的発展に資する官民連携の可能性を検討します。 

 

＜重要業績評価指標（ＫＰＩ）＞ 

指  標 現状値 目標値 

耐震補強工事実施施設数 
平成 27 年度から平成 31 年度まで 

実施箇所数   20 箇所 

公共施設等長寿命化事業

実施件数 

平成 27 年度から平成 31 年度まで 

実施箇所数   17 箇所 

 

 

＜具体的な取り組み・事業例＞ 

・公共施設等総合管理計画の策定 

・清掃センター及び衛生センター長寿命化事業 

・橋梁耐震補強及び長寿命化事業 

・市内一円の市道維持補修事業 

・都市公園長寿命化事業 

・都市公園バリアフリー化対策事業 

・水道事業ビジョン及び施設整備計画の策定 

・水道管路更新事業 

・公共下水道長寿命化事業 

・その他公共施設の耐震補強及び改修・維持補修事業 

・公共施設等見守り隊による公共施設点検による長寿命化対策 

 

  



 

20 

 

Ⅳ 重点的取り組み 

 

夢と誇りと自信 次世代へとつなぐまちづくり 

県・関係事業者等と連携した、中心市街地における地方創生に関わ

る包括的な取り組み 

 

 

１．趣旨 

本市の中心市街地は、郡山城を中心とした城下町を基礎として形成されており、大

阪圏・京都圏への利便性が高い近鉄郡山駅やＪＲ郡山駅、市役所、やまと郡山城ホー

ルをはじめとした公共施設が点在しています。 

現在整備中の郡山城天守台の石垣、お堀や町屋、寺社仏閣など歴史を色濃く残す町

並みを有し、お城まつりや全国金魚すくい選手権大会の開催時などには、多くの観光

客が訪れており、これら交流人口を受入れるポテンシャルを十分に活かす取り組みが、

より一層求められています。 

また、金融機関や商店等が軒を並べる中心商店街も形成されており、各種イベント

や空き店舗対策などに取り組んでいるものの、全国地方都市における商店街と同様の

課題を有しており、本市の顔として、また歩いて暮らせるまちづくりのためにも商店

街の魅力を向上させる取り組みが求められています。 

そこで、利便性を重視する若年層の転出抑制、地域経済の活性化や本市らしいコン

パクトなまちづくりを牽引するため、地方創生に関わる各種施策・事業を包括的に展

開することで、今の世代と次世代とが、このまちに夢と誇りと自信を持てるまちづく

りに取り組みます。 
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２．主な取り組み 

中心市街地は、住む場所であり、働く場所であり、多くの人が訪れる場所でもある

ため、まちづくりを行うには、それぞれのニーズを十分に吟味し、必要な取り組みを

そろえることが重要になります。 

そのためには、お城や商店街、城下町らしい街並み、近鉄郡山駅及びＪＲ郡山駅な

どの地区内の資源や、市内企業や地元農産物など市全域に広がる資源を「ブランド」

として結びつけるとともに、住み、働き、訪れる人々と資源とをつなげる取り組みが

必要になります。 

そこで、確実な成果を導くために、次に示すような多様な施策・取り組みをニーズ

に応じてパッケージ化し、庁内横断的に、かつ、県・関係事業者との連携のもと取り

組むことを考えます。 

 

＜取り組み例＞ 

� 起業や新たな店舗出店など、次世代を担う商店主や事業主のチャレンジを、産

官学金労言によって総合的に支援する取り組み 

� 金魚が泳ぐまちづくり事業、郡山城を活かしたまちづくり事業など地域ブラン

ドを確立・向上させる観光・交流に関する取り組みと、それらの基盤となる交

通結節点機能や都市計画道路整備の取り組み 

� 安全・安心なまちづくりの拠点となる市役所庁舎の建替検討や、公共施設の耐

震補強及び改修・維持補修の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


